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　日本電信電話（株）・日本電気（株）・NTTコミュニケ
ーションズ（株）は（独）情報通信研究機構（略称：NICT）
の委託研究により、１本の光ファイバーケーブルに波
長の異なる複数の光を多重化する波長分割多重
（WDM）方式を用いて、ユーザ端末側のアクセス回線
でも複数波長を束ねて１つの大容量伝送経路として利
用可能とする技術を開発した１）。
　WDM方式は通信インフラの基幹網部分では普及し
ており、10Gbpsの伝送速度が実現している。しかし、
ユーザ端末に至るアクセス回線の部分では、まだ、１
つの伝送経路につき1種類の波長を時分割で利用して
いる（これを波長パスが 1つであると言う）。このため、
ユーザ端末に至るアクセス回線では伝送速度が 1Gbps
と遅くなっている。より高速の伝送速度を得るには、
波長パスの伝送速度を増す方法も考えられるが、複
数の波長パスを束ねて１つの伝送経路を生成する
WDM方式を用いれば、伝送速度を整数倍で増大
できる。今回開発された技術は、ユーザ端末に至る
アクセス回線でWDM方式を可能としたものであり、
しかも、多重化した複数の波長パスを、ユーザやア
プリケーションの必要に応じて生成して利用すること
ができる。
　要素技術としては、ユーザ端末側のパケット送受
信技術・伝送経路集約技術と、基幹網側の自動経
路制御技術が新たに開発された。前者は、送信端
でデジタルデータ列であるパケットを波長の異なる
複数の光に振り分けて送出、複数の波長パスを１本
に集約した伝送経路を瞬時に設定するとともに、受
信端では振り分けられたパケットを集めてデジタル
データ列を復元する。40Gbpsの高速データ送受信
に対応する端末装着用カ ドーにて実証した。後者の
自動経路制御技術は、基幹網内の波長パス設定を
自動化する技術であり、基幹網とユーザ側アクセス
回線を中継するゲ トーウェイ装置に実装し、ゲ トーウ
ェイ経由で遠隔のユーザ端末間に基幹網越しの大
容量パス（伝送経路）を生成する。これらの要素技術
を用いた実験として、NICTの実験網 JGN2plus 上に
10Gbps の伝送経路 2 ～ 4 本を多重化して 20 ～
40Gbpsの伝送経路を生成し、超高精細映像等の大
容量データの配信に成功した。
　今回発表の技術で扱うパケット列は、イー サネット
の規格に従っているため、地理的に離れた複数のユー
ザ端末が基幹網越しにイー サネットだけで相互接続可
能となる。広域イー サネットと呼ばれる仮想私設網が
構成できるわけであるが、ユーザ端末あたり40Gbps
および 100Gbps への高速化が期待されており、今回
の発表はその実現へ向けた技術進展の1つでもある。
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　日本電信電話（株）・日本電気（株）・NTT コミュニケーションズ（株）は、（独）情報通信研究機構（略称：NICT）
の委託研究により、１本の光ファイバーケーブルに波長の異なる複数の光信号を同時使用する波長分割多
重通信を、ユーザ端末側回線において自在に可能とする技術を開発した。NICT の実験網 JGN2plus 上
に10Gbps の光伝送経路を多重化して 20 ～ 40Gbps の高速伝送経路を生成し、超高精細映像等の大容
量データ配信に成功した。この技術はイー サネットの規格に従っており、広域イー サネットと呼ばれる仮
想私設網の 40Gbps および 100Gbps の高速化実現に寄与する技術進展の 1 つでもある。
